
河川環境楽園県営公園活性化事業補助金交付要綱 

（平成１８年１月１０日決裁） 

（総則） 

第１条 市は、河川環境楽園内の岐阜県営公園世界淡水魚園（以下「公園」とい

う。）の利用促進及びサービス向上のため、公園の管理運営を行う事業者（以下

「事業者」という。）に、予算の範囲内において河川環境楽園県営公園活性化事業

補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、各

務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、事業者が

公園の利用促進、サービス向上のために実施する事業（公園の指定管理者（地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定による指定管理者を

いう。）として、岐阜県との契約に含まれる事業を除く。）とする。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業を実

施するのに要する経費のうち、市長が必要かつ適当と認めたものとする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費の合計額の２分の１以内の額で、予算の範囲内

で市長が決定する。 

 （補助金の支払） 

第５条 補助金は、２回に分けて支払うことができる。 

（状況報告） 

第６条 補助金の交付の決定を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）は、補

助事業の遂行及び収支の状況について、市長から要求があった場合は、速やかに事

業遂行状況報告書を市長に提出しなければならない。 

（実施報告） 

第７条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたと

きを含む。）は、補助事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金

の交付のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに規則

第１１条の補助事業実施報告書を市長に提出しなければならない。 



 （補助金の経理等） 

第８条 補助事業者は、補助事業に係る経理について、その収支の事実を明らかにし

た証拠書類を整理し、それらの書類を補助事業が完了した日の属する年度終了後５

年間保存しなければならない。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定め

る。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年１月１０日から施行し、平成１７年度分の予算に係る補助

金から適用する。 


